
画道路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 我孫子地区中心拠点へアクセスする路線として、国道６号から根戸新田・布佐下線へ南北をつなぐ幹線道路
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 を整備し、自動車の交通導線を公園坂通りから本路線へ移行、安全で利用しやすい道路づくりを目指す。
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施
我孫子都市計画道路事業は、我孫子地区内を円滑に移動できる道路網を整備するため、国道６号から根戸新 ○起債要望・申請                      　                    　 　      ５月～　３月
田・布佐下線間全長１，２７０ｍのうち未整備区間の延長５２０ｍ（幅員：一般部１６ｍ・交差部１９ｍ） ○都市計画道路整備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７月～　３月
の新設をする。 当該年度 　　　            　　　　　　　　　　　 　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

整備進捗率 想定値 88当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 88

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 用地買収及び整備工事を進める。 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） % 81 88

令和 3年度 整備工事完了。 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） % 100

令和 4年度 － 0

早期の供用開始に向けて整備工事を進める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

〔用地管理〕 〔用地管理〕 警察協議 0
＊ 収入印紙代 100 ＊ 収入印紙 180 100 ＊ 境界杭復元手数料 1,150
＊ 印刷製本費 25 ＊ 不動産鑑定料・登記手数料 1,955 1,955 〔工事〕千葉県警察
＊ 不動産鑑定料・登記手数料 3,058 ＊ 物件調査委託料 0 信号機移設、横断歩道・標識設置 0
＊ 緑地樹木伐採委託料 253 ＊ 設計調査委託料 8,305 2,400 ＊ 案内標識設置（起債対象） 8,591
＊ 物件調査委託料 18,238 ＊ （うちR3繰越分） △5,850 ＊ 区画線整備費（起債対象） 4,223
＊ 収用事業認定申請図書等作成業務委託料 5,500 ＊ 事業地取得費（起債対象） 117,886 82,517 〔工事〕（手賀沼公園側）

実施内容 ＊ 事業用地取得費（起債対象） 117,886 （うちR3繰越分） △35,368 ＊ 道路工事費(継続工事2年目（起債対象） 77,820
＊ 物件移転補償費（起債対象） 113,615 ＊ 物件移転補償費（起債対象） 122,018 69,481 〔工事〕（国道３５６号側交差点部）

(8)施行事項
費　　用 〔工事〕 （うちR3繰越分） △29,782 ＊ 道路改良工事費（起債対象） 30,952

＊ 付帯工事費 7,829 〔工事〕（手賀沼公園側） ＊ 道路修繕工事 7,768
＊ 道路工事費(継続工事1年目（起債対象） 51,880 41,800 ＊ 取付道路改修工事（起債対象） 5,239

（うちR3繰越分） △10,080 ＊ 仮設土留工事 1,973
＊ 付帯工事・用地整地工事 13,389 0 ＊ 設計調査委託料（R2繰越分） 5,850

（うちR3繰越分） △13,389 ＊ 事業地取得費（R2繰越分）（起債対象） 35,368
〔工事〕（大型店舗前） ＊ 物件移転補償費（R2繰越分）（起債対象 29,782

＊ 物件補償費（NTT・東電） 300 ＊ 道路工事費(継続工事R2繰越分（起債対 10,080
＊ 収用図書等作成業務委託料（R元年度繰 3,273 ＊ 付帯工事・用地整地工事（R2繰越） 13,389

予算(決算)額 合　　計 266,504 合　　計 221,444 201,526 合　　計 232,185 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 208,300 充当率 90 ％ 194,900 174,200 充当率 90 ％ 181,800 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 39,198 7,538 8,320 50,385 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,006 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,006 19,006 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.44 1.44 1.44 1.34 0
正職員人件費 12,672 12,528 12,528 11,658 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 279,176 233,972 214,054 243,843 0
(11)単位費用

279,176千円／件 2,658.77千円／％ 2,432.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅から手賀沼公園へ向かう公園坂通りの自動車交通動線を本路線に分散し、安全で快適な交通空間を確保する必要 ●①事前確認での想定どおり
がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

まちづくりの面から必要性が高い幹線道路である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業のため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・近隣の手賀沼公園の景観に配慮した樹種による街路樹整備 ・工事による建築廃材を適切に処理した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・透水性ブロックによる歩道舗装整備によりヒートアイラン ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ド現象を緩和する

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
81 88 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業用地の契約を締結し、工事に着手した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 233,972 45,204 214,054 91.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事の支障となる補償対象物について、移転手続きが完了しなかったこ
とから後金の支払が完了しなかったため。

16.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 工事の支障となる補償対象物について、移転手続きが完

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 了しなかったことから後金の支払が完了しなかったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04 。

% 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
都市計画で定めた主要な幹線道路であるため、早期の供用に向けて課題へ対応しながら引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 699 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 手賀沼公園・久寺家線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 352,344 千円 (うち人件費 12,528 千円）⑦事業費
総事業費 2,100,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 233,972 千円 (うち人件費 12,528 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進めている都市計



生活道路 下新木踏切の拡幅整備を行い、利用者の安全と利便性の向上を図るとともに、南北地区の連絡を強化する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

下新木踏切及び踏切に接続する両側市道の円滑で安全な通行を確保するため、地権者交渉を行って順次市道 〇権利者交渉（権利者２件）　４月～３月
の拡幅用地を取得するとともに、歩道整備を行う。（延長２１０ｍ） 〇物件調査算定業務　４月～３月

当該年度 〇電柱移設　４月～３月
執行計画 〇買収用地維持管理工事　４月～３月

(3)事業内容 内　　容 〇踏切改良工事　４月～３月

契約した権利者数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 用地を取得して歩道整備工事を行う。 直接 契約権利者数 件 0 2

令和 3年度 用地を取得して歩道整備工事を行い下新木踏切の拡幅工事を実施する。 直接 歩道整備延長 ｍ 210

令和 4年度 直接 箇所 0

下新木踏切道は交通量も多く、児童の通学路ともなっていることから、十分な安全対策を行いながら夜間や片側交互通行等での
(7)事業実施上の課題と対応 工事を実施する。市道拡幅部の用地確保については、権利者の合意を得られるよう継続して交渉を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地権者交渉 0 ＊ 地権者交渉 0 ＊ 交付金要望・交付金申請 0
＊ 交付金要望 0 ＊ 交付金要望・交付金申請 0 〔用地等の取得〕
＊ 交付金申請 0 〔用地等の取得〕 ＊ 収入印紙代 1

〔用地等の取得〕 ＊ 収入印紙代 22 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 2,635
＊ 収入印紙代 12 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 4,060 ＊ 用地取得費（用地交換差額分） 1,500
＊ 不動産鑑定・登記手数料 3,947 ＊ 物件調査業務委託料（再算定） 3,640 〔債務負担（Ｒ２～Ｒ７）〕
＊ 物件調査業務委託料（再算定） 4,378 ＊ 電柱移設補償費 600 ＊ 用地取得費（債務負担16,692千円） 0

実施内容 ＊ 電柱移設補償費 2,400 〔道路整備工事〕 ＊ 物件移転補償費（債務負担21,247千円） 0
〔道路整備工事〕 ＊ 買収用地維持管理工事費 3,598 1,903 ＊ 舗装工事費（補助・起債対象）（R2繰越 16,790

(8)施行事項
費　　用 ＊ 買収用地維持管理工事費 2,266 〔継続費（Ｈ３１～Ｒ２）〕

〔継続費（Ｈ３１～Ｈ３２）〕 設定金額　240,840千円
設定金額　240,840千円 0 ＊ 踏切改良工事負担金（補助・起債対象） 180,840 123,351

＊ 踏切改良工事負担金（補助・起債対象） 60,000 〔債務負担（Ｈ２６～Ｒ２）〕
〔債務負担（Ｈ２６～Ｈ３２）〕 0 設定総額　227,100千円
設定総額　227,100千円 0 ＊ 〔債務負担（Ｒ２～Ｒ７）〕

＊ 用地取得費（債務負担18,079千円） 0 ＊ 用地取得費（債務負担16,692千円） 0
＊ 物件移転補償費（債務負担57,566千円） 0 ＊ 物件移転補償費（債務負担21,247千円） 0

＊ 舗装工事費（明許繰越） 27,390 10,600
（うちR3繰越分） △16,790

＊ 踏切改良工事負担金（補助・起債対象） 60,000
予算(決算)額 合　　計 73,003 合　　計 203,360 195,854 合　　計 20,926 合　　計 0
国庫支出金 補助率 55 ％ 33,000 補助率 55 ％ 77,000 95,275 補助率 55 ％ 13,835 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 26,400 充当率 90 ％ 88,700 88,700 充当率 90 ％ 5,800 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,603 37,660 11,879 1,291 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 1.4 1.4 1.4 0
正職員人件費 12,320 12,180 12,180 12,180 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 85,323 215,540 208,034 33,106 0
(11)単位費用

14,220.5千円／件 107,770千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下新木踏切を有する市道００－０３３号線は、新木地区における南北の重要な横断動線となっており、新木布瀬線の整備 ●①事前確認での想定どおり
や新木駅南側土地区画整理事業が完了したことにより、通過交通量が増加しているとともに、南新木地区の人口が急増し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている関係から、通学路として通行する児童が多い状況となっている。しかし、国道３５６号から下新木踏切部分は幅員 ○要
   背景は？(事業の必要性) が特に狭く、車両のすれ違いも困難な状況となっている。また、歩道が整備されておらず、歩行者には危険な状況となっ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ている。 道路交通の安全確保、歩道整備による通学路の安全性の確保からも重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 道路管理者である市が踏切道の改良を実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

契約締結に向けた交渉を重ねたが、地権者と契約には至らなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 215,540 △130,217 208,034 96.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

踏切拡幅工事が想定より安価に完了したため。

△152.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 踏切拡幅工事が想定より安価に完了したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

件 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路交通の安全性や歩道整備による通学路の安全確保という施策の実現に向けて重要な事業であることから、鉄道事業者及び関係権利者と調整
を図りながら、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 701 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 下新木踏切道の改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 204,940 千円 (うち人件費 12,180 千円）⑦事業費
総事業費 490,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 215,540 千円 (うち人件費 12,180 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる



エレベーター・エスカレーターや自由通路の安全性や快適性を高めるため、効果的な維持管
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 理を行う。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇駅施設の維持管理 ４月～３月　・自由通路（湖北・新木・布佐）の維持管理
・我孫子駅・天王台駅の南北口エレベーター・エスカレーターの維持管理 ４月～３月　・エレベーター、エスカレーター（全駅）保守点検（月１回）
・湖北駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路の維持管理 当該年度 ４月～３月　・自由通路、エレベーター、エスカレーター清掃
・新木駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレの維持管理 執行計画 ４月～３月　・新木・布佐駅トイレ清掃（毎日）

(3)事業内容 内　　容 ・布佐駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレの維持管理 ４月～３月　・各駅老朽箇所修繕
〇駅修繕
〇駅の利便性向上 駅維持管理箇所数 想定値 5当該年度

エレベーター・エスカレーターの点検箇所数 単位 箇所
活動結果指標 実績値 5我孫子駅（ＥＶ２・ＥＳＣ３）天王台駅（ＥＶ２・ＥＳＣ２）

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 5 5

令和 3年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 5

令和 4年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 5

各駅において老朽化が進み、雨漏りが頻繁に発生している。雨漏りの原因特定は困難で、調査と修繕には多額の費用が掛かるこ
(7)事業実施上の課題と対応 とから、雨天時の点検を密に実施しながら、対応を検討していく。成田線各駅清掃については、布佐市民ステーションホールの 代替案検討 ○有 ●無

閉鎖に伴い、清掃業務の統合・効率化を図る。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 50 消耗品 80 76 消耗品 80 消耗品 80
光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,500 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,328 5,883 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,634 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,634
新木） 新木） 新木） 新木）
施設修繕料 600 施設修繕料 4,600 3,931 施設修繕料 4,600 施設修繕料 4,600
通信運搬費 60 通信運搬費 65 65 通信運搬費 61 通信運搬費 61
清掃委託料 7,813 清掃委託料（我孫子・天王台） 3,438 3,438 清掃委託料 3,438 清掃委託料 3,438
防犯カメラ使用料　 518 防犯カメラ使用料 520 467 防犯カメラ使用料 520 防犯カメラ使用料 520

実施内容 ＊ 我孫子駅北口エレベーターピット 976 ＊ 清掃委託料（湖北・新木・布佐） 11,152 11,038 清掃委託料（湖北・新木・布佐） 11,625 清掃委託料（湖北・新木・布佐） 11,625
＊ 防水修繕 ＊ 我孫子・天王台駅ESC修繕(12月補正) 8,369 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16,517 合　　計 34,552 24,898 合　　計 26,958 合　　計 26,958
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,517 34,532 24,898 26,938 26,938

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 ■その他 20 0 □特会 ■受益 □基金 ■その他 20 □特会 ■受益 □基金 ■その他 20
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,828 3,828 3,828 3,828

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,389 38,380 28,726 30,786 30,786
(11)単位費用

926.77千円／箇所 7,676千円／箇所 5,745.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの市民が利用する駅の自由通路及びバリアフリー施設の適正な維持管理は重要である。 ●①事前確認での想定どおり
また、駅施設の利便性向上は市民生活に必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自由通路・バリアフリー施設等の維持管理を適正に実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 多くの市民が利用する自由通路及びラチ外バリアフリー施設

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を適正に維持するには、市が主導・主体で維持管理を行う必
□その他 　促進された 要がある。また、駅構内施設についても市が積極的に支援す

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることで市民の利便性向上に繋がる。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし（専門的技術を必要とする維持管理業務であるため）

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
一部エスカレーターでは、自動センサーを活用し節電に取り組んでいる。

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

緊急対応を含め対象施設について適正な維持管理を行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 38,380 △17,991 28,726 74.85
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 我孫子・天王台駅のESC修繕料について繰越した ●不要

機器の保守点検等、包括委託することにより経費削減をしている。 我孫子・天王台駅のESC修繕料について繰越したため。 ため。

△88.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 我孫子・天王台駅のESC修繕料について繰越したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

箇所 10万円 0.02 200

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
駅バリアフリー施設は、安全が最も優先されなければならないものであるため、ＪＲと協力し日々施設の維持管理に努めることが必要である。
良好な環境を保つためには、現状通り推進していくことが不可欠である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 703 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 駅施設維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,786 千円 (うち人件費 3,828 千円）⑦事業費
総事業費 33,659 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 38,380 千円 (うち人件費 3,828 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・北口にエレベータ ＪＲ各駅構外の



場所において放置自転車を撤去し、歩行空間を確保する。
施策目的・

(2)目的 自転車のパトロール強化に取り組み、安全で快適な歩行者空間を創出します。 事業目的 自転車駐車場維持管理運営を行うことで、駅周辺での自転車の放置を防止する。
展開方向

〇放置自転車対策 ４月～３月　　　放置自転車の撤去・移送・保管・返還、市内１５箇所の自転車駐車場の管理運営
・放置自転車禁止区域及び自転車駐車場内の無断駐車車両の撤去・移送・撤去後６０日保管 １０月～１１月　放置自転車クリーンキャンペーン
〇自転車駐車場管理運営 当該年度 １月～３月　　　新年度の自転車駐車場利用者募集
・市内１５か所の自転車駐車場の管理運営 執行計画 ７月～　　　　　自転車駐車場新使用料施行開始（予定）

(3)事業内容 内　　容 〇啓発活動
・自転車の放置抑止のためのパトロールの実施、自転車駐車場への利用誘導

自転車駐車場の利用率 想定値 80当該年度
（放置自転車返還台数：実績値54台/想定値450台） 単位 %

活動結果指標 実績値 70

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 ％ 71 80
放置自転車返還台数目標値（450台）

令和 3年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 ％ 80
放置自転車返還台数目標値（445台）

令和 4年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 ％ 80
放置自転車返還台数目標値（440台）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自転車駐車場管理運営及び放置自転車 94,731 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 95,514 95,514 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 95,514 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 95,514
対策業務委託料 対策業務委託料 対策業務委託料 対策業務委託料
賃借料（土地・設備） 60,690 賃借料（土地・設備） 61,116 58,476 賃借料（土地・設備） 61,116 賃借料（土地・設備） 61,116
還付金 400 還付金 400 526 還付金 400 還付金 400

＊ 我孫子駅北口受変電設備改修工事 7,949 ＊ 一時利用施設改修 10,000
＊ 我孫子駅北口自転車駐車場LED化工事 18,025

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 181,795 合　　計 157,030 154,516 合　　計 157,030 合　　計 167,030
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 23,300 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 82,391 80,398 154,516 80,398 90,398

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,104 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,632 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,632 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,632
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,828 3,828 3,828 3,828

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 185,667 160,858 158,344 160,858 170,858
(11)単位費用

2,320.84千円／% 2,010.73千円／% 2,262.06
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

放置自転車の撤去・移送を行うことで駅前の歩行者空間が確保できる。 ●①事前確認での想定どおり
自転車駐車場を適正に維持管理運営することにより、放置自転車を減少させ、駅前の歩行者空間が確保できる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自転車等駐車対策事業をシルバー人材センターに委託し、適正に事業を実施することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自転車等駐車対策については、放置自転車の撤去・移送と放

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 置自転車の受け皿となる自転車駐車場運営を一体で実施する
□その他 　促進された ことで、駅前等の良好な歩行空間が確保できるものであり、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 民間自転車駐車場がほぼ無い我孫子市においては、市が主導
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された して進める必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし（維持管理運営業務が中心であるため）

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自転車が利用しやすい施設を運営することで、環境負荷軽減 自転車駐車場を運営することで、自転車利用が促進され、環 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に貢献している。 境負荷軽減に貢献した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
71 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、外出が抑制され、自転車駐車場利用者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 71 88.75

が想定よりも減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 160,858 24,809 158,344 98.44
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

シルバー人材センターに民間委託し業務の強か・効率化と経費節減を図っている
。

13.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、外出が抑制さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 れ、自転車駐車場利用者が想定よりも減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.04 80

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルス感染症の影響により外出が抑制され、自転車駐車場利用者数や放置自転車数が減少傾向にあるが、令和２年７月から自転車
駐車場使用料及び放置自転車移送保管料の料金改定を行ったため、歳入増加を図りながら引き続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 711 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 自転車等駐車対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 160,858 千円 (うち人件費 3,828 千円）⑦事業費
総事業費 160,902 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

各駅周辺の自転車放置禁止区域内における歩行者等の安全を確保するため、自転車駐車場の利用促進や放置 放置自転車禁止区域及び公共の



ス 高齢者や障害者の方が、気軽に外出できる支援策として、市内送迎バスを活用する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇送迎バス事業者との協力 ４月～３月　送迎バス利用パスカード発行
・送迎バスを運行する事業者の施設以外の利用者であっても、利用できるよう協力をいただく。 ５月　　　　傷害保険入札
・送迎バス利用者の苦情や利用における問題に市が率先して対処する。 当該年度 １月～２月　送迎バス利用パスカード更新・事業者と協定書締結（隔年）
・万が一の事故等の発生に備え、市が送迎バスの座席数に応じた傷害保険に加入する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 〇送迎バス利用パスカードの発行
・市内在住の高齢者（６５歳以上）及び障がい者に送迎バス利用パスカードを発行する。
・他課、他機関と協力し、利用希望者が気軽にカードが持て、送迎バスが利用できるよう取り組む。 利用可能な外出応援バス事業者数 想定値 10当該年度

単位 事業者
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 10 10

令和 3年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 10

令和 4年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 10

近年、一部の利用者が事業者に対して過度な要求を行うなど、利用者のマナーに関する課題が発生している。利用者に対しては
(7)事業実施上の課題と対応 、本事業が事業者の厚意で成り立っていることを周知徹底していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

送迎バス利用傷害保険料 1,001 送迎バス利用傷害保険料 963 902 送迎バス利用傷害保険料 963 送迎バス利用傷害保険料 963
　座席数550席×1,820円 　座席数1750円×550席×円   座席数550席×1750円   座席数550席×1750円

印刷製本費 327 297 印刷製本費 327
　送迎バス利用パスカード印刷 　送迎バス利用パスカード印刷

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,001 合　　計 1,290 1,199 合　　計 963 合　　計 1,290
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,001 1,290 1,199 963 1,290

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.34 0.34 0.34 0.34
正職員人件費 2,992 2,958 2,958 2,958 2,958

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,993 4,248 4,157 3,921 4,248
(11)単位費用

363千円／事業者 424.8千円／事業者 415.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進む現状において、鉄道やバスなどの公共交通機関を補完するため、市民バスの運行に加え高齢者の移動手段を ●①事前確認での想定どおり
確保していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢化が進む現状に変わりはなく、引き続き高齢者の移動手段の確保が必要であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することにより、送迎バス事業者の協力を得ること

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が出来ている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業者の厚意で成り立っている事業である。 民間事業者と協力して事業に取り組んでいる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 送迎バスを活用してもらうことで自家用車での外出が抑えら 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している れる。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業者) 目標値(b)(事業者) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業者) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

引き続き事業者からの協力が得られたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,248 △255 4,157 97.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

送迎バスを所有する事業者の厚意で、高齢者等が乗降しているため、バス等の経
費がかからない。

△6.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.24

事業者 10万円 0.24 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢化が急速に進む中、高齢者の買い物・通院等の足を確保するための重要な事業であることから、公共交通を阻害しない範囲で引き続き推進
していく必要がある。また、近年、利用者の乗車マナーの悪化等が協力事業者の負担となっており、事業存続のため、利用者に対してマナー改
善のための啓発を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 712 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 事業者等の送迎バスの空席を活用した外出応援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,248 千円 (うち人件費 2,958 千円）⑦事業費
総事業費 4,282 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第三次総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交通手段であるバ



エレベータ 東日本旅客鉄道(株)が実施する駅構内のバリアフリー化・安全対策を支援することで、駅を利用する多くの
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 市民の利便性向上及び安全に繋がる。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇我孫子駅のバリアフリー化 ４月～６月　我孫子駅構内エレベーター設計業務
・駅ホームにエレベーターが無い我孫子駅について、東日本旅客鉄道(株)東京支社と協議し、必要な支援（ ６月～　　　工事着工
負担金等）を行う。 当該年度 　　　　　　※協定締結の上、市としてエレベーター整備に必要となる経費を負担（支援）する。
〇我孫子・天王台駅のホームドア設置支援 執行計画 　　　　　　我孫子・天王台駅のホームドア整備支援の検討

(3)事業内容 内　　容 ・駅利用者の転落防止のため、東日本旅客鉄道（株）が整備するホームドアに関して、支援の方法を検討す
る。

我孫子駅ラチ内エレベータ整備進捗率 想定値 25当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 25

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 0 25

令和 3年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 35

令和 4年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 35

我孫子駅構内のＥＶ設置については、市民の多くが求めるものであることから、自由通路整備計画と切り離し、ＪＲ東日本と協
(7)事業実施上の課題と対応 力し、先行して整備することを検討していく。また、我孫子駅・天王台駅のホームドアに関しては、整備後の効果を考慮し、支 代替案検討 ○有 ●無

援を検討していく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 126,666 0 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 200,000 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 200,000
＊ 実施設計負担金 19,000 ＊ 改良基本設計 3,334 3,064 （起債・県補助対象） （起債・県補助対象）
＊ 設計総額：57,000千円×1/3 （起債・県補助対象） （継続費　２年～５年） （継続費　２年～５年）
＊ 我孫子・天王台駅ホームドア整備支援 0 （継続費　２年～５年） 設定金額560,000千円 設定金額560,000千円

設定金額560,000千円 ＊ 緩行線ホームドア整備支援検討 ＊ 緩行線ホームドア整備支援検討
＊ 実施設計負担金【H31繰越明許分】 19,000 19,000
＊ 緩行線ホームドア整備支援検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,000 合　　計 149,000 22,064 合　　計 200,000 合　　計 200,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 14,200 充当率 75 ％ 97,500 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,800 51,500 22,064 200,000 200,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.73 0.73 0.73 0.73 0.73
正職員人件費 6,424 6,351 6,351 6,351 6,351

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,424 155,351 28,415 206,351 206,351
(11)単位費用

254.24千円／％ 6,214.04千円／％ 1,136.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅のラッチ内ＥＶ整備は、市民の多くが早期実現を望む事業であり、市としても市民生活向上のため、東日本旅客 ●①事前確認での想定どおり
鉄道（株）に対して積極的な支援を行っていく必要がある。また、ホームドアについては、近年、ホームから線路への落 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 下事故が増えていることを考慮し、整備主体であるJR東日本に支援を行っていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

設計が完了し、工事協定を締結し、工事に着手することができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 駅バリアフリー施設の整備には自治体の支援が無ければ早期

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実現が図れないものとなっている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
JR施設への支援であり、構造や設置位置などについて法令等の制限が多々あるため、市民の参画は難しい。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 25 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定通り設計業務が完了し、本格的な工事に着手することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 155,351 △129,927 28,415 18.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事費に対する負担分126,666千円は逓次繰越となったため、想定事業
費未満となっている。

△511.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事費について翌年度以降に逓次繰越となったため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.09 450

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子駅構内エレベーターについては、駅利用者の利便性の確保、早期実現を考慮し着実に準備を進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 716 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 駅構内バリアフリー施設等の整備・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.73 人）
(1)事業概要

(当　初) 136,351 千円 (うち人件費 6,351 千円）⑦事業費
総事業費 136,424 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 155,351 千円 (うち人件費 6,351 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・北口に



地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できる公共交通を確立する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的 既存公共交通を補完する市民バスを運行する。
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。 新たな公共交通による成田線沿線の公共交通拡充
〇地域公共交通協議会の運営 ４月～３月　あびバス運行（年中無休）
・我孫子市の公共交通等の発展を目指した連携計画に代わる新たな公共交通のあり方の検討。 ４月～３月　我孫子市地域公共交通協議会開催（２～３回）
・バス通行における安全性と地域の実情に沿ったあびバス運行方法の検討。 当該年度 ４月～３月　新たな公共交通のあり方検討
・公共交通の利用促進等の新たな交通政策の検討。 執行計画 ４月～３月　ユニバーサルデザインタクシー導入支援

(3)事業内容 内　　容 〇市民バスの運行 １０月～　　深夜シャトルバス実証開始（予定）
・地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できるあびバスの運行。 ７・８月～　免許証自主返納制度拡充（予定）
・バス老朽化等への対応策検討 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 想定値 220,000当該年度
〇（仮称）シャトルバス等の運行支援 単位 人

活動結果指標 実績値 160,327・民間事業者が主体となる新たな公共交通実現に向けた支援。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 231,105 220,000

令和 3年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 220,000

令和 4年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 220,000

　利用者減及び運転手不足など民間公共交通事業者を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっており、公共交通の拡充及び維持
(7)事業実施上の課題と対応 確保には市の支援が必要不可欠なものとなっている。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報償費 179 委員報償費 126 39 委員報償費 126 委員報償費 126
我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金
協議会運営費 協議会運営費 協議会運営費 協議会運営費
・需用費・事務費 70 ・需用費・事務費 70 63 ・需用費・事務費 60 ・需用費・事務費 60
・役務費 100 ・役務費 88 6 ・役務費 88 ・役務費 88
・旅費 4 ・旅費 4 2 ・旅費 4 ・旅費 4
・交通意識調査 1,000 ・交通研究（日大） 1,000 1,000 ・シャトルバス調査研究（日大） 1,000 ・シャトルバス調査研究（日大） 1,000

実施内容 ・運転免許返納者優遇制度 480 ＊ ・運転免許返納者優遇制度 3,513 2,279 ・運転免許返納者優遇制度 3,839 ・運転免許返納者優遇制度 3,968
＊ ・ユニバーサルデザインタクシー支援 600 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 300 0 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 300 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 300

(8)施行事項
費　　用 ＊ ・シャトルバス運行開始に向けた協議 0 ＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 480 0 ＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 1,560 ＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 10,000

印西市コミュニティバス負担金 4,144 印西市コミュニティバス負担金 3,634 3,936 印西市コミュニティバス負担金 3,634 印西市コミュニティバス負担金 3,634
市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託
・新木地区 14,131 ・新木地区 15,219 15,219 ・新木地区 15,075 ・新木地区 15,075
・船戸・台田地区 5,423 ・船戸・台田及び栄・泉・並木地区 21,896 21,896 ・船戸・台田地区 14,067 ・船戸・台田地区 14,067
・栄・泉・並木地区 6,933 ・根戸地区 12,505 12,505 ・栄・泉・並木地区 15,920 ・栄・泉・並木地区 15,920
・布施地区 10,790 土地賃借料 10,684 10,684 ・布施地区 11,764 ・布施地区 11,764
・根戸地区 9,139 ・根戸地区 9,636 ・根戸地区 9,636
土地賃借料 30 土地賃借料 30 土地賃借料 30

予算(決算)額 合　　計 53,023 合　　計 69,519 67,629 合　　計 77,103 合　　計 85,672
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 53,023 69,519 67,629 77,103 85,672

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.66 0.66 0.66 0.66
正職員人件費 5,808 5,742 5,742 5,742 5,742

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 58,831 75,261 73,371 82,845 91,414
(11)単位費用

0.28千円／人 0.34千円／人 0.46
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共交通等により市民の移動における利便性を確保することは重要な施策であり、既存交通の発展や新たな交通手段・対 ●①事前確認での想定どおり
策を検討し展開するためには、識者・交通事業者・市民・警察・国交省などが参加する我孫子市地域協議会で審議し、適 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 正な方法を決定していくことが必要です。既存交通を保管するあびバスの運行方法についても、法令上、同協議会で検討 ●要
   背景は？(事業の必要性) していくことが最善となります。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

我孫子市地域公共交通協議会（交通会議）を開催し、市内交通政策について協議した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 協議会及び交通会議は、法令により公共交通の運行方法を決

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 定できる機能を有した機関であるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民、公共交通事業者、行政等から構成される我孫子市地域 市民委員が参加し、地域の意見等を反映できるよう組織され ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 公共交通協議会で協議し、運行ルート等の検討を行っている ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公共交通を推進することによって、CO2の削減に貢献してい 公共交通の利用を誘導することで環境負荷低減に繋げること ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
231,105 220,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症感染拡大により緊急事態宣言が発令されたことなどに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 160,327 72.88

より利用者が大幅に減となったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 75,261 △16,430 73,371 97.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△27.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症感染拡大により緊急事態宣言

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が発令されたことなどにより利用者が大幅に減となった

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 292.32 ため。

人 10万円 218.52 74.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日本大学と共同研究を行い交通政策を検討していくことで、事業の必要性の検証も含めて高度な交通政策展開が可能となる。
新型コロナウイルス感染症感染拡大の中においても既存公共交通とともに市民の足を確保したことは高く評価できる。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1829 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 我孫子市地域公共交通協議会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 70,669 千円 (うち人件費 5,742 千円）⑦事業費
総事業費 71,024 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 75,261 千円 (うち人件費 5,742 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交通手段であるバス



路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線を国道３５６バイパスとして県が整備を進めており、整備
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 が完了するとバイパスの交通量増加が見込まれる。集中する交通を分散させるために、３・４・１０号青山
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施 ・日秀線及び３・４・９号下ヶ戸・中里線の整備を行う。
千葉県が進めている国道３５６号我孫子バイパス（都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線）の整 〇千葉県との協議・調整　　　　　４月～３月
備進捗に合わせて、都市計画道路３・４・９号下ヶ戸・中里線の全長３，１４０ｍの内、未整備区間の延長 〇不動産鑑定・登記事務　　　　　４月～３月
１１０ｍ（幅員１６ｍ）及び３・４・１０号青山・日秀線間全長５，２６０ｍの内、未整備区間の延長５８ 当該年度 物件調査算定業務　　　　　　　　４月～３月
０ｍ（幅員１６ｍ）を整備する。 執行計画 〇権利者との協議　　　　　　　　４月～３月

(3)事業内容 内　　容 〇事業用地取得　　　　　　　　　４月～３月
〇除斥金支払い　　　　　　　　　４月～３月
関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行 想定値 9当該年度
取得を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行取得を行う。 直接 事業用地取得 件 0 9

令和 3年度 事業用地の取得及び道路整備工事を進める。 直接 用地買収及び道路改良工事 ％ 50

令和 4年度 道路整備工事の実施 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） ％ 80

事業化に向けて関係機関との協議・調整は当然必要となり、地権者を含めた関係権利者の理解と協力を得なければならず、現体
(7)事業実施上の課題と対応 制での対応は不可能である。事業費の財源として国庫補助金の要望や申請手続きもあわせて必要となることから担当職員の増員 代替案検討 ○有 ●無

が必要不可欠である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 補助金申請 0 ＊ 補助金申請 0 ＊ 補助金要望・補助金申請 0 ＊ Ａ０カラー図面印刷代 7
＊ Ａ０カラー図面印刷代 7 ＊ Ａ０カラー図面印刷代 7 〔用地等の取得〕 〔用地等の取得〕

〔用地等の取得〕 〔用地等の取得〕 ＊ 収入印紙代 8 ＊ 収入印紙代 11
＊ 収入印紙代 62 ＊ 収入印紙代 170 6 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 7,201 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 17,400
＊ 不動産鑑定・登記手数料 12,029 （うちR3繰越分） △2 ＊ 物件調査業務委託料 4,345 ＊ 物件調査業務委託料 3,000
＊ 物件調査業務委託料 5,214 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 9,367 1,716 ＊ 擁壁詳細設計業務委託料（起債対象） 21,188 ＊ 除斥金（田地） 350
＊ 看板作成業務委託料 157 （うちR3繰越分） △1,650 ＊ 管理用地等用地取得費（起債対象） 4,500 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕

実施内容 ＊ 市道拡幅用地取得費 1,808 ＊ 物件調査業務委託料 5,313 ＊ 管理用地等物件補償費（起債対象） 2,000 ＊ 用地取得費（債務負担7,650千円） 0
＊ 物件移転補償費 2,131 （うちR3繰越分） △1,513 〔工事〕 ＊ 用地取得費（買戻し）（起債対象） 38,639

(8)施行事項
費　　用 〔工事〕 ＊ 除斥金（田畑地） 350 100 ＊ 用地維持管理工事費 1,223 ＊ 物件移転補償費（買戻し）（起債対象） 500,000

＊ 用地維持管理工事費 264 〔工事〕 ＊ 除斥金（田地） 280 〔整備工事〕
〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｈ３５）〕 ＊ 用地維持管理工事費 1,223 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕 ＊ 道路工事費（１工区）(起債対象) 36,750
設定総額　668,415千円 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕 ＊ 用地取得費（債務負担7,650千円） 0

＊ 用地取得費（債務負担30,989千円） 0 ＊ 用地取得費（債務負担9,154千円） 0 ＊ 収入印紙代（R2繰越分） 2
＊ 物件移転補償費（債務負担500,000千円 0 ＊ 物件移転補償費（債務負担10,189千円） 0 ＊ 不動産鑑定・登記手数料（R2繰越分） 1,650
＊ 用地取得費（買戻し）（補助・起債対象 3,153 ＊ 設計業務委託料（H30事故繰）（起債対 3,813 3,813 ＊ 物件調査業務委託料（R2繰越分） 1,513
＊ 物件移転補償費（買戻し）（補助・起債 1,575 ＊ 物件補償費 2,131

予算(決算)額 合　　計 26,400 合　　計 17,078 7,766 合　　計 43,910 合　　計 596,157
国庫支出金 補助率 50 ％ 2,000 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 1,800 充当率 0 ％ 0 3,400 充当率 90 ％ 24,900 充当率 90 ％ 517,800

(9)財源内訳
一般財源 22,600 17,078 4,366 19,010 78,357

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 1.4 1.4 0.85 0.85
正職員人件費 12,320 12,180 12,180 7,395 7,395

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 38,720 29,258 19,946 51,305 603,552
(11)単位費用

4,840千円／件 3,250.89千円／件 19,946
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６我孫子バイパス）の完成に伴い、増加する自動車交通を幹 ●①事前確認での想定どおり
線道路網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通空間を確保する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６号バイパス）の開通に伴い増加する自動車交通を幹線道路
網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通機能や空間機能を確保する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業のため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 中里市民の森等の周辺環境に配慮した街路樹の設置を検討す 中里市民の森に影響しない路線計画とした。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

道路の詳細設計が完了しなかったため、用地交渉を行えない地権者がいた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 11.11
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,258 9,462 19,946 68.17
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

道路の詳細設計が完了しなかったため、用地交渉を行えない地権者がい
た。

24.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 警察協議が完了せず、道路線形が確定しなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

件 10万円 0.01 33.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
円滑で快適な交通流動の確保という施策の実現に必要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2016 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 下ヶ戸・中里線外１線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 28,610 千円 (うち人件費 12,180 千円）⑦事業費
総事業費 1,173,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 29,258 千円 (うち人件費 12,180 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進めている都市計画道



の重要な交通手段であるバス 新型コロナウイルス感染拡大に伴い、利用者が減少した市内公共交通事業者に対して支援を行う。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇我孫子市公共交通事業者感染対策緊急支援 ７月　　　　　・予算計上（臨時議会）、我孫子市公共交通事業者感染対策緊急支援要綱制定
・路線バス事業者に対して１台当たり20,000円の支援を行う。 ７月～１２月　・事業者からの申請受付、支援金交付
・タクシー事業者、送迎バス事業者（高齢者等外出応援事業協力事業者）に対して１台当たり10,000円の支 当該年度
援を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

支援金交付事業者数 想定値 24当該年度
単位 者

活動結果指標 実績値 21

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支援を希望する事業者に対して、支援金を交付することで感染拡大防止に繋げる。 直接 支援金交付事業者数 者 21 24

令和 3年度 － 0

令和 4年度 － 0

タクシー事業者については、東葛地域免許となっているため、市内事業者の特定及び我孫子市内で使用されている車両の特定が
(7)事業実施上の課題と対応 必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 公共交通事業者等感染対策緊急支援金 2,590 2,350
＊ 市内タクシー事業者運行支援金 2,700 2,520

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 5,290 4,870 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 5,290 4,870 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.41 0.41 0 0
正職員人件費 0 3,567 3,567 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 8,857 8,437 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 369.04千円／者 401.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の移動の足を確保するため、新型コロナウイルスの感染が拡大する中において、運行を止めずに事業を営んでいる公 ●①事前確認での想定どおり
共交通事業者を支援することは必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

早期に事業者に支援を実施することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実情に合わせ支援を行うことができるのは市しかいない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
緊急支援事業であるため

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(者) 目標値(b)(者) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(者) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
21 24 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市外に移転した事業者などもあり、制度開始後に対象者が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 21 87.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,857 ― 8,437 95.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

者 10万円 0.25 92.59

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
早期に支援できたこと及び使用用途を限定しなかったことで事業者に寄り添った支援となったため、事業者からの評価は高い。 市内事業者の状況を見ながら、国の交付金制度の活用も視野に引き続き、様々な支援策を検討していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2277 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 新型コロナウイルス感染拡大に伴う公共交通事業者支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.41 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,567 千円 (うち人件費 3,567 千円）⑦事業費
総事業費 2,590 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,857 千円 (うち人件費 3,567 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設へ


